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専門家活用事業実施要領 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、一般財団法人塩尻市振興公社（以下「公社」という。）が行う専門家

活用事業（以下「本事業」という。）について、必要な事項を定めるものとする。 

 

（目的） 

第２条 本事業は、経営の向上を図る中小企業者等が抱える種々の課題（技術、情報化、経

営等）に対し、「専門家活用推進チーム」のチーム員から推薦を受けた専門家の利用を促

し、適切な診断及び助言を行うことによって課題の解決を図り、もって経営の向上を図る

中小企業者等の順調な発展及び成長を促進することを目的とする。  

 

（支援対象企業） 

第３条 本事業において支援の対象とする者は、塩尻市内に本社及び事業所を有し、中小企

業基本法（昭和３８年法律第１５４号）に規定する製造業に属する事業を主たる事業とし

て営む中小企業のうち、次の各号のすべてに該当する者（以下「支援対象企業」という。）

とする。 

（１）経営革新等経営の向上を目指す意欲のある者 

（２）経営革新等経営の向上に関する目的又は目標が明確である者  

（３）本事業により、支援の効果が期待できる状況であると判断される者 

 

（利用申請） 

第４条 支援対象企業が本事業を利用しようとする場合は、「専門家活用事業利用申請書」

（様式１）により申請を行うものとする。ただしその場合、「専門家活用推進チーム」チ

ーム員との共同申請とする。なお、「専門家活用推進チーム」チーム員は、塩尻商工会議

所、市内金融機関及び公社職員にて組織する。 

２ 前項の「専門家活用推進チーム」チーム員は、本事業を実施するため、企業経営又は技

術の実務経験者等幅広い分野に知見があり、支援対象企業の課題解決に適した専門家に

ついて、前項の事業利用申請書にて推薦するものとする。  

３ 前項の専門家は、次に掲げる者とする。 

（１）中小企業診断士、税理士、公認会計士、社会保険労務士、情報処理技術者その他の公

的資格を有する者 

（２）学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条の大学の教授、助教授、講師の職にあ

る者その他これらの職に準ずる職にある者  

（３）外部（自己の所属する事業所等以外）への中小企業等に対する専門分野の診断及び助

言に関し５年以上の実績を有する者 



2 

 

（４）その他、公社理事長が特に必要と認める者 

４ 第２項の専門家は、事業利用申請書の提出に合わせ、本事業に係る費用の見積書の提出

を行うものとする。 

 

（利用決定） 

第５条 公社は、前条第１項の規定による申請を受けたときは、公社理事長の審査を経て事

業の利用を決定するものとする。 

２ 公社は、前項の規定に基づき利用を決定したときは、支援対象企業に対して通知する。 

 

（本事業に適さない支援対象企業及び専門家） 

第６条 支援対象企業が次の各号のいずれかに該当すると認められる場合には、前条第１

項の規定による決定をすることができない。 

（１）診断及び助言の成果について公表することに同意できない場合。ただし、公表するこ

とによって経営上の損失が生じることが予想される場合を除く。 

（２）診断及び助言について専門家の事務所において行おうとする場合。ただし、やむを得

ない事情があると公社が認めた場合は、この限りでない。 

（３）単に専門家による資料等の作成代行（ホームページ作成等含む。）と認められる場合 

（４）支援対象企業の要請に基づき、複数の企業に対して診断及び助言を行おうとする場合

（集団研修等） 

（５）その他公社が支援の対象として相応しくないと認めた場合 

２ 次の各号のいずれかに該当する者は、専門家とすることができない。 

（１）支援対象企業の役員又は社員の身分を有する者 

（２）利用の申請をした支援対象企業における役員等の４親等以内の親族である者 

（３）利用の申請をした支援対象企業の発行済み株式の総数、出資口数の総数若しくは出資

価額の総額の５０パーセント以上に相当する数若しくは額の株式又は出資を有する企

業に在籍する者 

（４）支援対象企業が、発行済み株式の総数若しくは出資価額の総額の５０パーセント以上

に相当する数若しくは額の株式又は出資を有する企業に在籍する者 

（５）支援対象企業との間で、継続して診断・助言を受ける契約（顧問契約等）を締結して

いるまたは締結していた者 

 

（利用回数及び時間） 

第７条 一事業年度において、一の中小企業が利用することができる回数は、５回を超える

ことができない。ただし、公社理事長が特に必要と認めた場合は、この限りでない。 

２ 一事業年度において、一の中小企業が利用することができる専門家は、同一とする。た

だし、公社理事長が特に必要と認めた場合は、複数の専門家を利用することができるもの
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とする。 

３ 専門家の一回当たりの利用時間は、原則として３時間程度とする。この場合において、

専門家の支援場所までの往復の移動時間は含まないものとする。 

 

（専門家とのマッチング） 

第８条 第 4 条第 2 項の専門家を推薦した「専門家活用推進チーム」チーム員（以下「推薦

者」という。）は、当該専門家（以下「支援専門家」という。）と、第５条第 1 項の規定に

より利用の決定を受けた支援対象企業（以下「支援先企業」という。）を事前に引き合わ

せ、支援専門家の診断方針等と支援先企業の相談内容とのすり合わせを行わなければな

らない。 

 

（利用の中止） 

第９条 支援先企業が本事業の中止を申請しようとするときは、推薦者と協議の上、あらか

じめその旨を公社に書面にて提出し、その認定を受けなければならない。 

２ 前項の場合のほか、公社は、支援先企業において天災その他やむを得ない特別の事情が

あり、本事業の継続が困難と認めるときは、本事業を中止することができる。 

 

（利用回数の変更） 

第１０条 支援先企業が、第５条第１項の規定により決定された利用回数の変更をしよう

とするときは、推薦者と協議の上、あらかじめ公社に書面にて提出し、承認を受けなけれ

ばならない。ただし、あらかじめ公社に利用回数を減ずる旨報告した場合は、この限りで

ない。 

２ 前項の承認をするに当たっては、支援先企業、推薦者及び支援専門家の意見を聴取し、

公社理事長の審査を経て、承認を決定するものとする。 

 

（支援専門家の変更） 

第１１条 支援先企業は、支援専門家の診断及び助言の内容が希望した内容と合わないと

判断し、推薦者が認めたときは、公社と協議の上、支援専門家の変更をすることができる。

ただし、支援専門家の変更は１回限りとする。 

 

（報告書の提出） 

第１２条 支援専門家は、事業の最終回を行った日の翌日から起算して１０日以内に、業務

報告書を作成し、公社に提出しなければならない。 

２ 支援先企業及び推薦者は、事業の最終回が行われた日の翌日から起算して１０日以内

に、事業報告書及び今後の対応等に関する報告書を共同で作成し、公社に提出しなければ

ならない。 
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（支援専門家の義務） 

第１３条 支援専門家は、職務上知り得た秘密を漏らし、又は盗用してはならない。 

２ 支援専門家は、この要領の規定に基づき診断及び助言を行った支援先企業に対して、事

業終了後、当該診断及び助言と同一の内容の診断及び助言を行った場合においては対価

を求めてはならない。 

３ 支援専門家は、公社の求めに応じ、診断及び助言の進捗等について報告するものとする。 

４ 支援専門家は、本事業の実施に当たって、他の者への再委託等を行ってはならない。 

 

（推薦者の義務） 

第１４条 推薦者は、支援先企業に対する支援専門家の診断および助言の場に同席しなけ

ればならない。ただし公社理事長が認めた場合は、初回、中間及び最終以外の同席は問わ

ないものとする。 

２ 推薦者は、公社の求めに応じ、診断及び助言の進捗等について報告するものとする。 

 

（支援専門家への謝金等の額） 

第１５条 支援専門家に対しては、謝金を支払い、費用を弁償する。 

２ 謝金の額は、第５条第１項の規定により決定された派遣回数（第９条又は第１０条の規

定に基づき派遣回数が変更された場合にあっては、当該変更された派遣回数）について、

その派遣１回につき３万円を上限とする。ただし第７条第１項の規定により利用回数が

５回を超える場合、総額で１５万円を超えることができない。 

３ 費用弁償の額は、公社職員の旅費規程に準じて支給する。ただし、前項の金額を上限と

する。 

４ 前項の場合において、県外在住の支援専門家に対する費用弁償の額は、当公社事務所

（塩尻市大門八番町）を基点として算出した額若しくは市外専門家の自宅または勤務地

から算出した額のうちのいずれか低い額とする。 

 

（支援専門家への謝金等の支払い） 

第１６条 公社は、支援専門家並びに支援先企業及び推薦者から第１２条の規定による報

告書の提出を受けたときは、速やかにその内容を審査し、適当と認めたときは支援専門家

に対して謝金を支払い、費用を弁償するものとする。 

 

（支援先企業の負担） 

第１７条 支援専門家への謝金と費用弁償の実際の額が第１５条第２項の金額を超える場

合、支援先企業は、その差額を支援専門家に対し直接支払うものとする。 
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（事後評価） 

第１８条 公社は、支援専門家及び支援先企業から提出された報告書、効果把握のためのヒ

アリング調査等の結果に基づき、事後評価を行うものとする。 

 

（効果の把握に対する調査協力） 

第１９条 支援先企業及び推薦者は、公社が行う第５条第１項の現地調査及び前項のヒア

リング等の調査に協力するものとする。 

 

（免責） 

第２０条 公社は、本事業の実施に関して支援専門家又は支援先企業に損害が生じた場合

においても、その責は負わないものとする。 

 

（その他） 

第２１条 この要項に定めるもののほか、本事業の実施に関し必要な事項は、別に定める。  

 

 


